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Ⅷ 孤立集落対策の推進 

 

１７ 地震対策推進体制の充実強化      (8) 

１８ 災害対策体制の強化          (10) 

１９ 災害時の情報収集・伝達体制 

の強化                (12) 

２０ 広域的な連携・強化              (9) 

２１ 地震に関する調査研究の推進      (3) 

２２ 災害時要援護者支援・避難体制の整備(8)

２３ 消火体制の整備                  (4) 

２４ 救急救助・医療体制の充実        (10) 

２５ 上下水道応急対策の推進           (3) 

２６ 食糧・生活必需品等の確保         (6) 

２７ 緊急輸送体制の整備               (9) 

２８ 被災建築物・宅地の応急危険度 

判定体制の整備                  (2) 

２９ 被災者の住宅確保                (4) 

３０ 環境汚染防止・廃棄物処理 

体制の整備                  (7) 

３１ 生活相談への対応                (3) 

３２ 被災者の健康管理                (4) 

３３ 復興へ向けた準備                (4) 

Ⅴ 防災体制の強化 

Ⅵ 災害応急体制の整備 

Ⅶ 被災後の生活 

安定対策の準備 

災害対策への備え 

１０ 民間建築物の耐震化の促進       

１１ 県有施設等の耐震化の推進        (5) 

１２ 学校施設の耐震化の推進          (3) 

１３ 公共構造物の耐震化等の推進     (23) 

 (6) 

Ⅳ 地震に強い施設づくり 

防災型まちづくりの推進 

Ⅲ 耐震化の推進 

１４ 延焼を防ぐ街づくりの推進        (3) 

１５ 避難地・避難路の確保            (7) 

１６ 広域防災活動拠点の確保       (2)

１ 県民への意識啓発          (9)  

２ 学校における防災教育の推進     (5) 

３ 企業防災の推進                 (8) 

４ 実践的な防災訓練の実施         (5) 

５ 津波避難意識の向上        (4) 
地域防災力の強化 

対策アクション (アクション項目数)施 策 の 柱 目   標 

Ⅰ 防災意識の高揚 

６ 自主防災組織活動の推進       (4) 

７ 消防団活動の推進                (4) 

８ 防災ボランティア活動の支援      (5) 

９ 市町

Ⅱ 地域の防災組織等の強化 

村の防災力強化の支援     (6)

３４ 孤立可能性のある集落に関する情報の収集・提供(1) 

３５ 孤立集落と外部との通信の確保      (2) 

３６ 物資の供給・救助活動              (3) 

１項目

追加 

１項目

追加 


